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1. 平成23年３月期第３四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年12月31日）

 (1) 連結経営成績(累計)
(％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年３月期第３四半期 4,479 △9.8 14 △86.9 75 △55.0 23 △71.0

22年３月期第３四半期 4,968 △20.1 111 △44.8 168 △12.7 80 △6.1

１株当たり 
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益

円 銭 円 銭

23年３月期第３四半期 11 13 －
22年３月期第３四半期 38 49 －

 (2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

23年３月期第３四半期 5,039 2,136 42.3 1,022 31
22年３月期 4,934 2,220 45.0 1,062 62

(参考) 自己資本 23年３月期第３四半期 2,136百万円 22年３月期 2,220百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年３月期 － 0 00 － 50 00 50 00

23年３月期 － 0 00 －

23年３月期(予想) 50 00 50 00

3. 平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日）
(％表示は、通期は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 6,473 △4.0 215 △13.5 282 △15.6 162 △13.1 77 95



  

 

 
（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計

処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

 
  

  

  

  

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期

決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続は実施中

です。 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合

理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可

能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について

は、四半期決算短信【添付資料】２ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4. その他（詳細は【添付資料】３ページ「その他の情報」をご覧ください。）

(1) 当四半期中における重要な子会社の異動 ： 無

  新規  ―社 (            )、除外  ―社 (            )

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ： 有

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の有無となります。

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有

 ② ①以外の変更 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 23年３月期３Ｑ 2,090,000株 22年３月期 2,090,000株

② 期末自己株式数 23年３月期３Ｑ 157株 22年３月期 66株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期３Ｑ 2,089,902株 22年３月期３Ｑ 2,089,934株

※ 四半期レビュー手続の実施状況の表示

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
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当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、エコカー補助金の終了や海外経済の減速、さらには

急激な円高等の影響により自動車や電機を中心に景気の回復は足踏み状態となりました。 

 平成22年12月の日銀短観によると業況判断指数（DI）は、大企業製造業でプラス５となり、９月の前回

調査から３ポイント低下しました。大企業製造業自動車では９月比11ポイントのマイナスとなり、さらに

３か月見通しでも12月比マイナス21ポイント悪化する見通しとなっております。 

 一方、当社グループが属する情報サービス業界におきましては、経済産業省の「特定サービス産業動態

統計」によると、平成22年11月の売上高は、前年同月比0.9％減と３か月連続の減少となりました。その

内訳は、「計算事務等情報処理」は同1.7％の減少、「ソフトウエアプロダクト」は同0.7％の減少となり

ました。主力の「受注ソフトウエア」は同0.5％の減少であります。 

 このような経営環境のなか、当第３四半期連結累計期間の当社グループの業績は、自動車関連製造業等

主要顧客のＩＴ（情報技術）投資は本格的な回復基調に至らず、受注環境は厳しい状況で推移しました。

こうした状況下、官公庁、中堅企業等への営業展開に注力し顧客層の拡大に努めてまいりましたが、引き

合いの規模は総じて縮小傾向をたどっており、当社グループの主力業務でありますＳＩサービス業務の売

上高は2,372,529千円（前年同期比23.3％減）となりました。ソフトウエア開発業務においては、既存顧

客からの継続受注を安定的に確保でき堅調に推移したことから売上高は1,625,480千円（前年同期比

15.5％増）となりました。ソフトウエアプロダクト業務におきましては、コールセンター向け商品や次世

代通販業向けのパッケージ商品などを中心に売上高は374,867千円（前年同期比1.4％増）、商品販売では

企業の設備投資抑制によるＩＴ機器の需要低迷傾向が継続するなか103,740千円（前年同期比4.1％増）、

その他のＷＥＢサイトの運営などでは3,001千円（前年同期比1.0％増）となりました。 

 収益面におきましては、厳しい市場環境のなか売上高の減少により売上総利益率の低下を招きました。

技術者の待機工数を減らすための内製化への推進や不要不急の経費を抑えるなど原価圧縮に努めてまいり

ましたが、売上総利益の減少を吸収するには至りませんでした。 

 この結果、当第３四半期連結累計期間における連結業績は、売上高4,479,618千円（前年同期比9.8％

減）、営業利益14,488千円（前年同期比86.9％減）、経常利益75,583千円（前年同期比55.0％減）、四半

期純利益23,268千円（前年同期比71.0％減）となりました。 

  

総資産は、受取手形及び売掛金が減少したものの、現金及び預金ならびに仕掛品などが増加したことな

どにより、前連結会計年度末に比べ105,845千円増加し、5,039,936千円となりました。 

負債は、支払手形及び買掛金の減少ならびに賞与引当金が減少したのに対し、長・短期借入金の増加な

どもあり、前連結会計年度末に比べ190,180千円増加し、2,903,465千円となりました。 

純資産は、四半期純利益を計上したものの剰余金の配当を行ったことにより、前連結会計年度末に比べ

84,335千円減少し、2,136,470千円となりました。 

  

平成23年３月期通期の業績予想につきましては、平成22年10月26日に公表いたしました「業績予想の修

正に関するお知らせ」からの変更はありません。 

  

1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する定性的情報

(2) 連結財政状態に関する定性的情報

(3) 連結業績予想に関する定性的情報
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該当事項はありません。 

  

（簡便な会計処理） 

① 固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定す

る方法によっております。 

② 繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差

異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績

予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

  

（特有の会計処理） 

税金費用については、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を

合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しておりま

す。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合に

は、法定実効税率を使用する方法によっております。 

  

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20

年３月31日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平

成20年３月31日）を適用しております。 

これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

2. その他の情報

(1) 重要な子会社の異動の概要

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要
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3. 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,757,784 1,502,783

受取手形及び売掛金 1,532,558 1,823,083

商品及び製品 5,875 3,839

仕掛品 176,300 63,954

原材料及び貯蔵品 4,870 4,895

その他 232,598 201,066

貸倒引当金 △152 △181

流動資産合計 3,709,836 3,599,441

固定資産

有形固定資産

土地 604,806 604,806

その他（純額） 185,132 206,862

有形固定資産合計 789,938 811,669

無形固定資産

のれん 14,063 28,073

その他 295,071 254,458

無形固定資産合計 309,135 282,531

投資その他の資産 231,026 240,449

固定資産合計 1,330,100 1,334,649

資産合計 5,039,936 4,934,091

－ 4 －



（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 293,429 350,066

短期借入金 315,000 －

1年内返済予定の長期借入金 729,115 634,411

未払法人税等 2,198 55,198

賞与引当金 122,339 356,300

受注損失引当金 825 6,533

その他 516,388 395,291

流動負債合計 1,979,296 1,797,801

固定負債

長期借入金 719,217 708,263

退職給付引当金 179,862 175,374

その他 25,090 31,846

固定負債合計 924,169 915,483

負債合計 2,903,465 2,713,285

純資産の部

株主資本

資本金 550,150 550,150

資本剰余金 517,550 517,550

利益剰余金 1,067,493 1,148,721

自己株式 △139 △66

株主資本合計 2,135,054 2,216,355

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,416 4,450

評価・換算差額等合計 1,416 4,450

純資産合計 2,136,470 2,220,806

負債純資産合計 5,039,936 4,934,091
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(2) 四半期連結損益計算書

【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日)

売上高 4,968,300 4,479,618

売上原価 3,935,639 3,599,608

売上総利益 1,032,661 880,009

販売費及び一般管理費 921,336 865,521

営業利益 111,325 14,488

営業外収益

受取利息 79 43

受取配当金 210 210

助成金収入 70,263 72,531

その他 1,756 3,856

営業外収益合計 72,309 76,642

営業外費用

支払利息 15,208 14,844

その他 205 702

営業外費用合計 15,414 15,547

経常利益 168,220 75,583

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 28

特別利益合計 － 28

特別損失

固定資産除却損 804 －

投資有価証券評価損 － 1,968

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,822

その他 － 27

特別損失合計 804 3,819

税金等調整前四半期純利益 167,415 71,792

法人税等 86,978 48,523

少数株主損益調整前四半期純利益 － 23,268

四半期純利益 80,437 23,268
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【第３四半期連結会計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
至 平成22年12月31日)

売上高 1,452,275 1,462,408

売上原価 1,162,515 1,177,980

売上総利益 289,759 284,427

販売費及び一般管理費 309,436 276,819

営業利益又は営業損失（△） △19,676 7,608

営業外収益

受取利息 15 6

受取配当金 35 35

助成金収入 33,911 10,555

その他 615 433

営業外収益合計 34,577 11,030

営業外費用

支払利息 5,485 4,419

その他 67 561

営業外費用合計 5,552 4,980

経常利益 9,348 13,657

特別利益

投資有価証券評価損戻入益 1,498 －

貸倒引当金戻入額 － 4

特別利益合計 1,498 4

特別損失

固定資産除却損 208 －

投資有価証券評価損 － 160

特別損失合計 208 160

税金等調整前四半期純利益 10,639 13,502

法人税等 20,008 20,153

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △6,651

四半期純損失（△） △9,369 △6,651
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 167,415 71,792

減価償却費 73,697 68,891

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,822

のれん償却額 14,009 14,009

賞与引当金の増減額（△は減少） △109,515 △233,960

受注損失引当金の増減額（△は減少） － △5,708

退職給付引当金の増減額（△は減少） 13,226 4,487

売上債権の増減額（△は増加） 811,666 292,716

たな卸資産の増減額（△は増加） △43,037 △114,357

仕入債務の増減額（△は減少） △331,154 △57,181

その他 44,668 133,751

小計 640,977 176,264

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △234,447 △122,343

その他 △15,303 △15,455

営業活動によるキャッシュ・フロー 391,226 38,465

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △5,129 △1,074

無形固定資産の取得による支出 △63,333 △86,727

その他 △14 △6

投資活動によるキャッシュ・フロー △68,476 △87,808

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,000,000 960,000

短期借入金の返済による支出 △655,000 △645,000

長期借入れによる収入 600,000 650,000

長期借入金の返済による支出 △494,988 △544,342

リース債務の返済による支出 △16,401 △11,750

自己株式の取得による支出 － △72

配当金の支払額 △104,496 △104,496

財務活動によるキャッシュ・フロー 329,113 304,338

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 651,862 254,995

現金及び現金同等物の期首残高 1,015,494 1,467,614

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,667,357 1,722,610
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 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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当第３四半期連結会計期間における生産実績を業務区分別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
  

当第３四半期連結会計期間における外注実績を業務区分別に示すと、次のとおりであります。 

  

 

当第３四半期連結会計期間における仕入実績を業務区分別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
  

4. 補足情報

生産、受注及び販売の状況

(1) 生産実績

業務区分

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日)

生産高(千円) 前年同四半期比(％)

ＳＩサービス業務 914,589 99.8

ソフトウエア開発業務 543,535 116.2

ソフトウエアプロダクト業務 114,474 99.2

その他 1,050 109.0

合計 1,573,650 104.9

(注) １ 金額は、販売価格によっております。

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 外注実績

業務区分

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日)

外注高(千円) 前年同四半期比(％)

ＳＩサービス業務 253,092 88.9

ソフトウエア開発業務 108,738 99.6

ソフトウエアプロダクト業務 10,718 78.7

その他 5 -

合計 372,554 91.4

 (注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3) 仕入実績

業務区分

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日)

仕入高(千円) 前年同四半期比(％)

商品販売 35,335 140.8

 (注) １ 金額は、仕入価格によっております。

       ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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当第３四半期連結会計期間における受注実績を業務区分別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
  

当第３四半期連結会計期間における販売実績を業務区分別に示すと、次のとおりであります。 

  

 

 
  

  

(4) 受注実績

業務区分

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日)

受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

ＳＩサービス業務 899,518 96.0 753,888 104.7

ソフトウエア開発業務 594,760 140.9 263,939 108.5

ソフトウエアプロダクト業務 142,056 137.1 53,990 387.2

商品販売 43,864 112.4 3,819 117.2

合計 1,680,200 111.9 1,075,637 109.7

 (注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(5) 販売実績

業務区分

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日)

販売高(千円) 前年同四半期比(％)

ＳＩサービス業務 770,396 91.2

ソフトウエア開発業務 543,535 116.2

ソフトウエアプロダクト業務 102,766 100.9

商品販売 44,658 119.7

その他 1,050 109.0

合計 1,462,408 100.6

 (注) １ 主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

東芝ソリューション㈱ 302,372 20.8 188,112 12.8

   ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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